
令和元年度労働事情実態調査結果のポイント 

 

調査の概要 

・調査時点：令和元年７月１日 

・調査対象：県内中小企業１，３００社 

・回収状況：５６０社（製造業３１１社、非製造業２４９社） 

・回 収 率：４３．１％ 

 

 

◇経営状況 

前年と比べた経営状況に関し、「良い」が１８．３％で前年比３．０ポイントの減少

に対し、「悪い」は２９．７％で前年比４．３ポイント増加。なお、「変わらない」は

５２．０％で前年比１．３ポイント減少している。 

 

◇主要事業の今後の方針 

「現状維持」が５６．９％で最も多く前年比０．６ポイント増加。以下「強化拡大」

が３８．２％で前年比０．４ポイント減少、「縮小」が４．５％で前年比０．２ポイン

ト増加、「廃止」が０．４％で前年比０．２ポイント増加となっている。 

 

◇経営上の障害 

「人材不足（質の不足）」が５６．３％で最も多く、５年連続の１位。次いで「労働

力不足（量の不足）」が３７．０％で、３年連続の２位となった。以下「販売不振・受

注の減少」および「原材料・仕入品の高騰」が２９．９％と続いている。 

 

◇経営上の強み 

「技術力・製品開発力」が３３．２％で最も多く、「顧客への納品・サービスの速さ」

が３０．０％、「製品の品質・精度の高さ」が２７．８％と続いている。 

 

◇週所定労働時間 

週４０時間以下である事業所の割合は９３．４％となり、前年比２．２ポイント増加。 

 

◇月平均残業時間（従業員１人当たり） 

全産業平均で１人当たり１４．８７時間となり、前年より０．８１時間の増加となっ

た。 

時間ごとの階級別では、「１０～２０時間未満」が２３．６％で最も多く、「１０時

間未満」が２２．５％、次いで「２０～３０時間未満」が１８．６％となっている。 



 

◇年次有給休暇（従業員１人当たり） 

 平均付与日数１５．７日、(前年１６．０日)、平均取得日数は７．８日（前年７．９

日）、取得率は４９．７％（前年４９．３％）となっている。 

 

◇平成３１年３月新規学卒者採用状況 

技術系全体：採用計画３２７人に対し、２４８人採用（充足率７５．８％） 

事務系全体：採用計画７２人に対し、５８人採用（充足率８０．６％） 

 

◇新規学卒者の平均初任給（令和元年６月の通勤手当を除く所定内給与） 

高 校 卒：技術系 １６８，８４４円（対前年比     －３２８円） 

事務系 １７２，３８７円（対前年比  ＋１１，６７５円） 

専門学校卒：技術系 １８４，４４４円（対前年比   ＋６，３５５円） 

事務系 １７３，３３３円（対前年比   －７，６６７円） 

短大卒(含高専)：技術系 １７２，２３０円（対前年比     ＋６８０円） 

事務系 １８６，０４３円（対前年比   －７，６５７円） 

大 学 卒：技術系 １９９，６９８円（対前年比   －４，３８２円） 

事務系 １９７，０３１円（対前年比   －３，２２１円） 

 

◇令和２年３月新規学卒者採用計画 

採用計画が「ある」とする事業所は全産業計のうち３６．７％ 

《 内 訳 》 

学卒別採用計画：「高 校 卒」７４．１％（平均採用計画人数 ２．５３人） 

「専門学校卒」４０．０％（平均採用計画人数 １．６８人） 

「短大卒(含高専)」１４．１％（平均採用計画人数 １．４５人） 

「大 学 卒」５１．７％（平均採用計画人数 ２．２７人） 

 

◇過去３年間における中途採用の実施状況（新規学卒者を除く） 

  「行った」が７５．３％、「行ったが採用に至らず」が４．３％、「行わなかった」

が２０．４％となった。 

  中途採用（活動）の理由としては、「退職者・欠員補充」が７０．２％で最も多く、

「即戦力の確保」が３４．５％、「業務繁忙」が３３．６％と続いている。 

中途採用を行った職種については、「現業・生産職」が６１．８％で最も多く、「技

術・研究職」が２６．５％、「事務職」が２６．０％であった。 

 

 

 



 

◇年５日の年次有給休暇の取得（付与）義務 

  ２０１９年（平成３１年）４月から実施となった年５日の年次有給休暇の取得（付与）

義務への対応について、「知っていた」が８９．４％、「知らなかった」１０．６％と

なった。 

年５日年次有給休暇の取得（付与）義務への対応方法については、「計画的付与制度

を活用」が３３．９％、「具体的な方策を検討中」が２６．０％、「取得計画表を作成」

および「使用者から時季指定を行う」が２５．５％と続いている。 

 

◇賃金改定状況 

平成３１年１月１日から令和元年７月１日までの間に賃金を「引上げた」のは全産業

計のうち５７．９％となり、「未定」が１５．４％、「今年は実施しない（凍結）」が

１４．１％となった。 

改定後平均賃金 ２６４，４３３円（加重平均） （前年２６０，５３４円） 

平均改定額     ６，０９１円       （前年６，１０６円） 

平均改定率      ２．３６％       （前年２．４０％） 

  賃金改定の内容については、「定期昇給」が６１．５％で最も多く、「基本給の引上

げ（定期昇給制度のない事業所）」が３０．２％、「ベースアップ」が１６．３％と続

いている。 

  賃金改定の決定要素は、「企業の業績」が６４．９％、「労働力の確保・定着」

６２．０％、「世間相場」２４．３％となっている。 

 


